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はじめに

　自治体の人事の仕事は「人事行政」と呼ばれ、行政運営に必要な人材
を確保し、その人材が持つ能力が十分発揮されるよう意欲を高める取組
み、全般をさすものです。

　具体的には、「職員を採用する」「採用後の配属を決定する」「人事異
動を行う」「研修を実施する」「人事評価を行う」「給料・手当を支払う」
「勤務時間・休暇などの勤務条件を運用する」などが思い浮かぶのでは
ないでしょうか？

　本書は、新たに自治体の人事担当者となった皆さんが、それぞれの業
務内容のポイントを把握し、日々の仕事に役立ててるために、必要な知
識やノウハウをまとめました。

　人事の仕事は、対象が自治体で働く「職員」であり、その職員から信
頼されるものでなければなりません。そのためには、人事の仕事は公正
に行われることが前提となります。
　このため、担当者となった皆さんには、地方公務員法、人事院規則、
労働法令、給与勤務条件に関する条例・規則などの「仕組みの理解」が
求められてくるでしょう。まずは、本書の内容を出発点として、知識を
深めるきっかけとしていただければと思います。
　そして、他の人事担当者が行っている業務内容の概要も併せて理解す
ることで、それぞれの関連性をつかんでください。

　また、人事の仕事は、職員の意欲・能力を高めるために行われるもの
でもあります。自治体の人事では、法令に基づく運用に重心がおかれが
ちですが、「それぞれの業務がどのように職員に影響を与えているのか」
という視点は、人事担当者の皆さんが自らの仕事に意義を持ち続けると
いった意味でも、大切になります。
　本書では、それぞれの業務ごとにキャリア理論をはじめとする「働く
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人の理解」に役立つ情報も紹介しているので、ぜひ参考にしてください。

　このほか、これからの人事担当者に必要となる「新しい取組み」につ
いても取り上げました。
　自治体組織は、人口減少社会を迎え、限られた人数で、多様化・高度
化した行政ニーズや感染症・風水害対策などこれまで経験したことのな
い事態に迅速かつ柔軟に対処することが求められています。それに加え、
多様化する職員の働き方への対応にも、世間的な関心が寄せられていま
す。自治体の人事には、こうした環境の変化に対応するためにも、新た
な視点を取り入れた取組みが求められているのです。
　本書ではこれらの「新しい取組み」に関する仕組みや各種研究会での
議論の内容・方向性、先進自治体での事例を紹介しています。皆さんの
自治体での施策の検討にお役立ていただければと思います。

　いうまでもなく、行政サービスを提供するのは、一人一人の職員です。
その職員の意欲と能力を発揮してもらう取組みを担う、私たち人事担当
者の仕事はとても重要なものなのです。
　是非、一緒に、頑張りましょう！

　2022 年３月
 鳥羽　稔

※ 本書は、各種法令の内容、施行通知、行政実例、国の研究会等の内容
を踏まえたものであり、筆者の所属団体の見解ではありません。
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章では、人事担当者として、
最初に押さえてほしいポイン

トとして、人事の仕事の全体像、ス
ケジュール、目的、求められる能力
などをまとめました。また、自治体
組織・地方公務員法・労働法令など
の働く仕組みのほか、「やる気」や
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▶▶人事担当者の仕事の全体像
　自治体の施策は、住民の日常生活を支える基礎的な行政サービスに加
え、道路などの社会資本整備、商工業施策の推進、防災体制の構築など、
多種多様です。
　私たち人事担当者の仕事は、これらの自治体の施策を担っている職員

図表 1　人事の仕事の場面と主な業務内容

場面 主な業務内容

職員を確保する
（募集・採用）

・採用計画の策定
・募集、採用試験の実施
・入庁手続き、初任給決定

職員を職務に就ける
（任用管理）

・初任配属、異動
・昇任、昇格
・人事評価制度の運用

職員の能力を伸ばす
（人材育成・キャリア開発）

・研修の企画、実施
・自己啓発支援

職員の働き方を管理する
（労務管理）

・勤務時間制度の整備
・労働時間、服務の管理
・職員組合との協議、交渉

職員に給料・報酬を支払う
（報酬管理、社会保険）

・給与制度の整備
・給与支給に関わる事務
・共済組合に関わる事務

職員の働きやすい環境を整備する
（職場環境整備、福利厚生）

・安全衛生管理体制の整備
・メンタルヘルス対策の実施
・ハラスメントの防止対策の実施
・福利厚生施策の企画運営

11 ◎…人事担当者が 
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を管理する一連の業務であり、主に図表 1に挙げた場面において実施
されています。それぞれの業務は関連しながら進められますので、まず
は大まかでもよいので、全体像を把握しましょう（図表 2）。

▶▶人事担当者の仕事の目的
　人事担当者の仕事には、大きく二つの目的があります。
　一つめは、自治体運営に必要な人材を確保し、効果的効率的に活用す
ることで、質の高い行政サービスを実現することです。職員の勤怠管理、
育成、評価などの人事管理は部門の部局長や所属長なども担いますが、
事業を進めることが優先となり手が回らないこともあります。また、人
事部門が専門的かつ集中的に人材を確保し、全庁的な人材バランスを踏
まえて職員配置を行う方が、効率的効果的な人材活用につながります。
　二つめは、職員の意欲を高め、成長につながる取組みを通じて、変化

図表 2　人事の仕事のスケジュールの一例

場面 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月
募集・採用

配置・評価

人材育成 新人研修

人事異動

入庁
採用試験

合格発表～　採用準備

期首面談 中間面談 評価開示

階層別研修 研修計画策定
労務管理 夏季交渉

昇給昇格
期末勤勉手当 期末勤勉手当

施策の実施（ストレスチェック、健康診断など）

人事院勧告 確定交渉

年末調整

春闘交渉

報酬管理

職場環境整備

採用計画策定

配置案～内示人事ヒアリング

安全衛生委員会（月1回）

月例給与
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▶▶採用選考前に確認しておく3つのこと
　採用選考の過程では、適性検査や筆記試験で面接対象者を選定したう
えで、応募書類・面接を通じて、応募者の人物イメージを固め、自分た
ちの自治体の職場に必要となる人材かどうかを判断していくことになり
ます。
　組織に必要となる人材かどうかは、自分たちの組織の未来に関わる重
要な判断ですので、次に挙げる内容を確認しながら判断していきましょ
う。
（1）人材育成基本方針を確認する
　各自治体では、人材育成基本方針により求められる人材像が定められ
ていることから、必ず目を通しておきましょう。また、長期的に自治体
職員に求められる役割・職員像と能力も知っておきましょう（図表
25）。
（2）社会人として必要な能力を理解しておく
　自治体に限らず「コミュニケーション能力」「主体性」「チャレンジ精
神」などは、多くの職場においても同様に重視されています。このほか、
職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力
である、「社会人基礎力」についても理解しておきましょう（図表 26）。
（3）「最低限必要な能力・資質」ははっきりさせておこう
　採用選考の過程では、応募者それぞれの良いところが見えて、差が付
けづらい状況になることも多いです。そのような場合の判断基準として、
組織として「最低限必要な能力・資質」をはっきりさせておきましょう。
例えば、人事異動がある自治体職員には「変化への対応力」は必須とな

42 ◎…これだけは押さえよう！ 
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るでしょう。また、住民への奉仕や貢献する「価値観」を有しているか
についても、全体の奉仕者とし必ず備えておくべき資質です。

（出典：経済産業省「人生 100 年時代の社会基礎力」説明資料）

図表 26　社会人基礎力

（出典：総務省「人材育成報告書」を基に著者作成）

図表 25　これらからの地方公務員に求められる役割と能力

役割・職員像 求められる能力

・地域運営のコーディネーター
・多様な主体と連携・協働し地域の課
題解決に取組む職員

・ファシリテーション能力
（市民協働、観光・シティプロモーショ
ン、地域再生、農林水産振興、企業
誘致 など）

・住民に寄り添った支援を行う役割
・住民に応じて寄り添った支援を行う
職員（自らの判断で考え ･ 行動し､
各種行政サービスの直接提供を行
う）

・住民視点で行動する力、コミュニケー
ション能力
（課税・徴収、ケースワーカー、子
育て・障がい者支援、住民窓口事務 
など）

・デジタルを活用して行政サービスの
利便性を向上させる役割

・デジタルの力を活用して業務の見直
しを進める職員

・技術革新の活用能力、統計データの
活用力（AI、RPA等を活用した業務
効率化、業務改善力）


